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議案第４９号

藤沢市手数料条例の一部改正について

藤沢市手数料条例の一部を次のように改正する。

２０１２年（平成２４年）１２月３日提出

藤沢市長

鈴 木 恒 夫

藤沢市手数料条例の一部を改正する条例

藤沢市手数料条例（平成１２年藤沢市条例第４８号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第５項中「並びに同表４の項(2)の項イの項金額の欄(1)ウ及び(2)ウ」を

「，同表４の項(2)の項イの項金額の欄(1)ウ及び(2)ウ，同表６の項(2)の項金額の

欄(1)ウ及び(2)ウ，別表第４の３の表２の項(1)の項及び(2)の項金額の欄(2)ウ並

びに同表４の項(1)の項及び(2)の項金額の欄(2)ウ」に改める。

第５条に次の１号を加える。

(3) 別表第４の３の表２の項又は同表４の項に規定する手数料（構造計算適合性

審査に係る部分に限る。)

別表第４に次の１表を加える。

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号。以下この表において「法」という。）による事務の手数

料

項 手数料を徴収する事務 単位 金額

１ 法第５３条第１項（１）申請前にあらかじめ当 １件 （１）一戸建て住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分

の規定に基づく低 該計画について登録建 を有しないものに限る。以下同じ。）については，

炭素建築物新築等 築築物調査機関等によ ４,９００円

計画の認定の申請 る技術的審査を受けて （２）共同住宅等の住宅部分については，次のアからケまで

に対する審査（当 いる場合 に掲げる申請戸数の区分に応じそれぞれアからケまでに

該申請に併せて法 定める額

第５４条第２項の ア １戸 ４,９００円

規定による適合審 イ ２戸から５戸まで ９,６００円

査の申出を行う場 ウ ６戸から１０戸まで １６,０００円



- 38 -

合を除く。） エ １１戸から２５戸まで ２７,０００円

オ ２６戸から５０戸まで ４５,０００円

カ ５１戸から１００戸まで ８１,０００円

キ １０１戸から２００戸まで １３０,０００円

ク ２０１戸から３００戸まで １６０,０００円

ケ ３０１戸以上 １７０,０００円

（３）一の建築物（一戸建ての住宅を除き，同時に住宅部分

の認定申請をする場合を含む。以下同じ。）については

，次に掲げる額のうち，当該申請に係るものを合算した

額

ア 共同住宅等の住宅部分 次の(ｱ)から(ｹ)までに掲げ

る共同住宅等の総戸数の区分に応じそれぞれ(ｱ)から

(ｹ)までに定める額

（ア）１戸 ４,９００円

（イ）２戸から５戸まで ９,６００円

（ウ）６戸から１０戸まで １６,０００円

（エ）１１戸から２５戸まで ２７,０００円

（オ）２６戸から５０戸まで ４５,０００円

（カ）５１戸から１００戸まで ８１,０００円

（キ）１０１戸から２００戸まで １３０,０００円

（ク）２０１戸から３００戸まで １６０,０００円

（ケ）３０１戸以上 １７０,０００円

イ 共用部分 次の(ｱ)から(ｶ)までに掲げる建築物の当

該部分の床面積の合計に応じそれぞれ(ｱ)から(ｶ)まで

に定める額

（ア）３００平方メートル以下 ９,６００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０００平方メート

ル以下 ２７,０００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ８１,０００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 １３０,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 １６０,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

２００,０００円

ウ 非住宅部分 次の(ｱ)から(ｶ)までに掲げる建築物の

当該部分の床面積の合計に応じそれぞれ(ｱ)から(ｶ)ま

でに定める額

（ア）３００平方メートル以下 ９,,６００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０００平方メート

ル以下 ２７,０００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ８１,０００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 １３０,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 １６０,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

２００,,０００円
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(2)（１）以外の場合 １件 （１）一戸建て住宅については， ３４,０００円

（２）共同住宅等の住宅部分については，次のアからケまで

に掲げる申請戸数の区分に応じそれぞれアからケまでに

定める額

ア １戸 ３４,０００円

イ ２戸から５戸まで ６９,０００円

ウ ６戸から１０戸まで ９７,０００円

エ １１戸から２５戸まで １４０,０００円

オ ２６戸から５０戸まで ２００,０００円

カ ５１戸から１００戸まで ２８０,０００円

キ １０１戸から２００戸まで ３８０,０００円

ク ２０１戸から３００戸まで ５００,０００円

ケ ３０１戸以上 ５９０,０００円

（３）一の建築物については，次に掲げる額のうち，当該申

請に係るものを合算した額

ア 共同住宅等の住宅部分 次の(ｱ)から(ｹ)までに掲げ

る共同住宅等の総戸数の区分に応じそれぞれ(ｱ)から

(ｹ）までに定める額

（ア）１戸 ３４,０００円

（イ）２戸から５戸まで ６９,０００円

（ウ）６戸から１０戸まで ９７,０００円

（エ）１１戸から２５戸まで １４０,０００円

（オ）２６戸から５０戸まで ２００,０００円

（カ）５１戸から１００戸まで ２８０,０００円

（キ）１０１戸から２００戸まで ３８０,０００円

（ク）２０１戸から３００戸まで ５００,０００円

（ケ）３０１戸以上 ５９０,０００円

イ 共用部分 次の(ｱ)から(ｶ)までに掲げる建築物の当

該部分の床面積の合計に応じそれぞれ(ｱ)から(ｶ)まで

に定める額

（ア）３００平方メートル以下 １１０,０００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０００平方メート

ル以下 １８０,０００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ２８０,０００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ３６０,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 ４３０,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

５００,０００円

ウ 非住宅部分 次の(ｱ)から(ｶ)までに掲げる建築物の

当該部分の床面積の合計に応じそれぞれ(ｱ)から(ｶ)ま

でに定める額

（ア）３００平方メートル以下 ２４０,０００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０００平方メート

ル以下 ３８０,０００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ５５０,０００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ６７０,０００円
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（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 ７９０,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

９００,０００円

２ 法第５３条第１項 (１）申請前にあらかじめ １件 （１）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

の規定に基づく低 当該計画について登録 する必要がないものである場合 次に掲げる額のうち，

炭素建築物新築等 建築物調査機関等によ 当該申請に係るものを合算した額

計画の認定の申請 る技術的審査を受けて ア １の項(1)の規定により算出した額

に対する審査（当 いる場合 イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

該申請に併せて法 （備考２を除く。）規定の例により算出した額

第５４条第２項の （２）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

規定による適合審 する必要があるものである場合 次に掲げる額のうち，

査の申出を行う場 当該申請に係るものを合算した額

合に限る。） ア １の項(1)の規定により算出した額

イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

（備考２を除く。）規定の例により算出した額

ウ 建築物１棟につき，次の(ｱ)から(ｵ)までに掲げる建

築物の床面積の合計に応じ，それぞれ(ｱ)から(ｵ)まで

に定める額

（ア）１,０００平方メートル以下 １６６,８００円

構造計算が認定プログラムのみによって行われ，か

つ，その電子データが提出されたものについては，

１１５,３５０円）

（イ）１,０００平方メートルを超え２,０００平方メー

トル以下 ２２２,４５０円（構造計算が認定プロ

グラムのみによって行われ，かつ，その電子デー

タが提出されたものについては，１４３,７００円)

（ウ）２,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ２５５,０００円（構造計算が認定プ

ログラムのみによって行われ，かつ，その電子デ

ータが提出されたものについては，１５７,３５０

円）

（エ）１０,０００平方メートルを超え５０,０００平方

メートル以下 ３３６,９００円（構造計算が認定

プログラムのみによって行われ，かつ，その電子

データが提出されたものについては，

１９９,３５０円）

（オ）５０,０００平方メートルを超えるとき

６１９,３５０円（構造計算が認定プログラムのみに

よって行われ，かつ，その電子データが提出された

ものについては，３３７,９５０円）

(2)（１）以外の場合 １件 （１）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

する必要がないものである場合 次に掲げる額のうち，

当該申請に係るものを合算した額

ア １の項(2)の規定により算出した額

イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

（備考２を除く。）の規定の例により算出した額

（２）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

する必要があるものである場合 次に掲げる額のうち，
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当該申請に係るものを合算した額

ア １の項(2)の規定により算出した額

イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

（備考２を除く。）の規定の例により算出した額

ウ 建築物１棟につき，次の(ｱ)から(ｵ)までに掲げる建

築物の床面積の合計に応じ，それぞれ(ｱ)から(ｵ)まで

に定める額

（ア）１,０００平方メートル以下 １６６,８００円

（構造計算が認定プログラムのみによって行われ

れ，かつ，その電子データが提出されたものにつ

いては，１１５,３５０円）

（イ）１,０００平方メートルを超え２,０００平方メー

トル以下 ２２２,４５０円（構造計算が認定プロ

グラムのみによって行われ，かつ，その電子デー

タが提出されたものについては，１４３,７００円)

（ウ）２,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ２５５,０００円（構造計算が認定プ

ログラムのみによって行われ，かつ，その電子デ

ータが提出されたものについては，１５７,３５０

円）

（エ）１０,０００平方メートルを超え５０,０００平方

メートル以下 ３３６,９００円（構造計算が認定

プログラムのみによって行われ，かつ，その電子

データが提出されたものについては，

１９９,３５０円）

（オ）５０,０００平方メートルを超えるとき

６１９,３５０円（構造計算が認定プログラムのみ

によって行われ，かつ，その電子データが提出さ

れたものについては，３３７,９５０円）

３ 法第５５条第１項（１）申請前にあらかじめ当 １件 （１）一戸建て住宅については，２,４５０円

の規定に基づく低 該計画の変更について （２）既に計画の認定を受けた共同住宅等の住宅部分につい

炭素建築物新築等 登録建築物調査機関等 ては，次のアからケまでに掲げる変更申請戸数の区分に

計画の変更の認定 による技術的審査を受 応じそれぞれアからケまでに定める額

の申請に対する審 けている場合 ア １戸 ２,４５０円

査（当該申請に併 イ ２戸から５戸まで ４,８００円

せて同条第２項に ウ ６戸から１０戸まで ８,０００円

おいて準用する法 エ １１戸から２５戸まで １３,５００円

第５４条第２項の オ ２６戸から５０戸まで ２２,５００円

規定による適合審 カ ５１戸から１００戸まで ４０,５００円

査の申出を行う場 キ １０１戸から２００戸まで ６５,０００円

合を除く。） ク ２０１戸から３００戸まで ８０,０００円

ケ ３０１戸以上 ８５,０００円

（３）一の建築物については，次に掲げる額のうち，当該申

請に係るもの（既に計画の認定を受けた部分で変更しな

い部分に係るものを含む。）を合算した額

ア 既に計画の認定を受けた共同住宅等の住宅部分 次

の(ｱ)から(ｹ)までに掲げる共同住宅等の総戸数の区分

に応じそれぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定める額

（ア）１戸 ２,４５０円

（イ）２戸から５戸まで ４,８００円
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（ウ）６戸から１０戸まで ８,０００円

（エ）１１戸から２５戸まで １３,５００円

（オ）２６戸から５０戸まで ２２,５００円

（カ）５１戸から１００戸まで ４０,５００円

（キ）１０１戸から２００戸まで ６５,０００円

（ク）２０１戸から３００戸まで ８０,０００円

（ケ）３０１戸以上 ８５,０００円

イ 既に計画の認定を受けた共用部分 次の(ｱ)から(ｶ)

までに掲げる建築物の当該部分の床面積の合計に応じ

それぞれ(ｱ)から(ｶ)までに定める額

（ア）３００平方メートル以下 ４,８００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０００平方メート

ル以下 １３,５００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ４０,５００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ６５,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 ８０,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

１００,０００円

ウ 既に計画の認定を受けた非住宅部分 次の(ｱ)から

(ｶ)までに掲げる建築物の当該部分の床面積の合計に

応じそれぞれ(ｱ)から(ｶ)までに定める額

（ア）３００平方メートル以下 ４,８００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０００平方メート

ル以下 １３,５００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ４０,５００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ６５,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 ８０,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

１００,０００円

エ 新たに追加する共同住宅等の住宅部分，共用部分又

は非住宅部分 １の項(1)の(3)の規定により算出した

額 (この場合において，「総戸数」とあるのは「追加

する戸数」,「床面積」とあるのは「追加する床面積｣

とそれぞれ読み替えるものとする。）

（２）（１）以外の場合 １件 （１）一戸建て住宅については，１７,０００円

（２）既に計画の認定を受けた共同住宅等の住宅部分につい

ては，次のアからケまでに掲げる変更申請戸数の区分に

応じそれぞれアからケまでに定める額

ア １戸 １７,０００円

イ ２戸から５戸まで ３４,５００円

ウ ６戸から１０戸まで ４８,５００円

エ １１戸から２５戸まで ７０,０００円

オ ２６戸から５０戸まで １００,０００円

カ ５１戸から１００戸まで １４０,０００円
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キ １０１戸から２００戸まで １９０,０００円

ク ２０１戸から３００戸まで ２５０,０００円

ケ ３０１戸以上 ２９５,０００円

（３）一の建築物については，次に掲げる額のうち，当該申

請に係るもの（既に計画の認定を受けた部分で変更しな

い部分に係るものを含む。）を合算した額

ア 既に計画の認定を受けた共同住宅等の住宅部分 次

の(ｱ)から(ｹ)までに掲げる共同住宅等の総戸数の区分に

応じそれぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定める額

（ア）１戸 １７,０００円

（イ）２戸から５戸まで ３４,５００円

（ウ）６戸から１０戸まで ４８,５００円

（エ）１１戸から２５戸まで ７０,０００円

（オ）２６戸から５０戸まで １００,０００円

（カ）５１戸から１００戸まで １４０,０００円

（キ）１０１戸から２００戸まで １９０,０００円

（ク）２０１戸から３００戸まで ２５０,０００円

（ケ）３０１戸以上 ２９５,０００円

イ 既に計画の認定を受けた共用部分 次の(ｱ)から(ｶ)

までに掲げる建築物の当該部分の床面積の合計に応じ

それぞれ(ｱ)から(ｶ)までに定める額

（ア）３００平方メートル以下 ５５,０００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０,０００平方メー

トル以下 ９０,０００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 １４０,０００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 １８０,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 ２１５,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

２５０,０００円

ウ 既に計画の認定を受けた非住宅部分 次の(ｱ)から

(ｶ)までに掲げる建築物の当該部分の床面積の合計に

応じそれぞれ(ｱ)から(ｶ)までに定める額

（ア）３００平方メートル以下 １２０,０００円

（イ）３００平方メートルを超え２,０,０００平方メー

トル以下 １９０,０００円

（ウ）２,０００平方メートルを超え５,０００平方メー

トル以下 ２７５,０００円

（エ）５,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ３３５,０００円

（オ）１０,０００平方メートルを超え２５,０００平方

メートル以下 ３９５,０００円

（カ）２５,０００平方メートルを超えるとき

４５０,０００円

エ 新たに追加する共同住宅等の住宅部分，共用部分又

は非住宅部分 １の項(2)の(3)の規定により算出した

額（この場合において，「総戸数」とあるのは「追加

する戸数」，「床面積」とあるのは追加する床面積」

とそれぞれ読み替えるものとする。）
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４ 法第５５条第１項（１）申請前にあらかじめ当 １ 件（１）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

の規定に基づく低 該計画の変更について する必要がないものである場合 次に掲げる額のうち，

炭素建築物新築等 登録建築物調査機関等 当該申請に係るものを合算した額

計画の変更の認定 による技術的審査を受 ア ３の項(1)の規定により算出した額

の申請に対する審 けている場合 イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

査（当該申請に併 （備考２を除く。）規定の例により算出した額

せて同条第２項に （２）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

おいて準用する法 する必要があるのである場合 次に掲げる額のうち，当

第５４条第２項の 該申請に係るものを合算した額

規定による適合審 ア ３の項(1)の規定により算出した額

査の申出を行う場 イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

合に限る。） （備考２を除く。）の規定の例により算出した額

ウ 建築物１棟につき，次の(ｱ)から(ｵ)までに掲げる建

築物の床面積の合計に応じ，それぞれ(ｱ)から(ｵ)まで

に定める額

（ア）１,０００平方メートル以下 １６６,８００円

（構造計算が認定プログラムのみによって行われ，

かつ，その電子データが提出されたものについて

は，１１５,３５０円）

（イ）１,０００平方メートルを超え２,０００平方メー

トル以下 ２２２,４５０円（構造計算が認定プロ

グラムのみによって行われ，かつ，その電子デー

タが提出されたものについては，１４３,７００円)

（ウ）２,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ２５５,０００円（構造計算が認定プ

ログラムのみによって行われ，かつ，その電子デ

ータが提出されたものについては，１５７,３５０

円）

（エ）１０,０００平方メートルを超え５０,０００平方

メートル以下 ３３６,９００円（構造計算が認定

プログラムのみによって行われ，かつ，その電子

データが提出されたものについては，

１９９,３５０円）

（オ）５０,０００平方メートルを超えるとき

６１９,３５０円（構造計算が認定プログラムのみ

によって行われ，かつ，その電子データが提出さ

れたものについては，３３７,９５０円）

（２）(1)以外の場合 １件 （１）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

する必要がないものである場合 次に掲げる額のうち，

当該申請に係るものを合算した額

ア ３の項(2)の規定により算出した額

イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

（備考２を除く。）規定の例により算出した額

（２）当該計画に係る建築物の計画が構造計算適合性審査を

する必要があるものである場合 次に掲げる額のうち，

当該申請に係るものを合算した額

ア ３の項(1)の規定により算出した額

イ 申請に係る建築物について別表第４の１の表１の項

（備考２を除く。）の規定の例により算出した額
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ウ 建築物１棟につき，次の(ｱ)から(ｵ)までに掲げる建

築物の床面積の合計に応じ，それぞれ(ｱ)から(ｵ)まで

に定める額

（ア）１,０００平方メートル以下 １６６,８００円

（構造計算が認定プログラムのみによって行われ，

かつ，その電子データが提出されたものについて

は，１１５,３５０円）

（イ）１,０００平方メートルを超え２,０００平方メー

トル以下 ２２２,４５０円（構造計算が認定プロ

グラムのみによって行われ，かつ，その電子デー

タが提出されたものについては，１４３,７００円)

（ウ）２,０００平方メートルを超え１０,０００平方メ

ートル以下 ２５５,０００円（構造計算が認定プ

ログラムのみによって行われ，かつ，その電子デ

ータが提出されたものについては，１５７,３５０

円）

（エ）１０,０００平方メートルを超え５０,０００平方

メートル以下 ３３６,９００円（構造計算が認定

プログラムのみによって行われ，かつ，その電子

データが提出されたものについては，

１９９,３５０円）

（オ）５０,０００平方メートルを超えるとき

６１９,３５０円（構造計算が認定プログラムのみ

によって行われ，かつ，その電子データが提出さ

れたものについては，３３７,９５０円）

備考

１ この表において「構造計算適合性審査」とは，建築基準法第２０条第２号イ又は第３号イに定める基準（同条第２号

イ又は第３号イの基準に従った構造計算で，同条第２号イに規定する方法若しくはプログラムによるもの又は同条第３

号イに規定するプログラムによって確かめられる安全性を有することに係る部分に限る。）に適合するかどうかを審査

することをいう。

２ この表において「登録建築物調査機関等」とは，エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号)

第７６条第１項に規定する登録建築物調査機関又は住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する登録

住宅性能評価機関をいう。

３ この表において「共同住宅等」とは，共同住宅，長屋その他一戸建ての住宅以外の住宅をいう。

４ この表において「住宅部分」とは，人の居住の用に供する建築物部分をいう。

５ この表において「申請戸数」とは，法第５３条第１項の規定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請に係る建築

物が共同住宅等である場合において，当該共同住宅等の住戸のうち同時に当該申請を行う住戸の合計数をいう。

６ この表において「共用部分」とは，共同住宅の住宅部分以外の部分をいう。

７ この表において「非住宅部分」とは，人の居住の用に供する部分及び共用部分以外の部分をいう。

８ この表において「変更申請戸数」とは，法第５５条第１項の規定による低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請

に係る建築物が共同住宅等である場合において，当該共同住宅等の住戸のうち同時に当該申請を行う住戸の合計数をい

う。

９ この表において「認定プログラム」とは，建築基準法第２０条第２号イ又は第３号イに規定する国土交通省の認定を

受けたプログラムのことをいう。

10 この表において「電子データ」とは，認定プログラムによって行われた構造計算の入力情報の全部を記録した電磁的

記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって，電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）をいう。
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附 則

この条例は，公布の日から施行する。

提案理由

この条例を提出したのは，都市の低炭素化の促進に関する法律の制定に伴い，同

法による低炭素建築物新築等計画の認定及び同計画の変更の認定に係る手数料を新

設する等の必要による。


